
高槻市地域生活支援事業実施要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平

成１７年法律第１２３号。）に規定する障がい者及び障がい児が、自立した日常生活又は

社会生活を営むことができるよう地域の特性や利用者の状況に応じた柔軟な事業形態に

よる事業を計画的に実施し、もって障がい者等の福祉の増進を図ることを目的とし、別

に定めるもののほか、法第７７条の規定による地域生活支援事業の実施に関し必要な事

項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、「法」とは、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律（平成１７年法律第１２３号）をいう。 

２ この要綱において、「条例」とは、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律に基づく地域生活支援事業に係る利用者負担に関する条例（平成１８年条例

第３７号）をいう。 

３ この要綱において、「規則」とは、高槻市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律施行細則（平成１８年３月３１日規則第４０号）をいう。 

４ この要綱において、「所長」とは、高槻市福祉事務所長をいう。 

５ この要綱において、「障がい者等」とは、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律（平成１７年法律第１２３号）に規定する障がい者等をいう。 

 

（事業内容） 

第３条 市は、厚生労働省・援護局障害保健福祉部長通知の地域生活支援事業等の実施に

ついて（平成１８年８月１日障発第０８０１００２号厚生労働省社会・援護局障害保健

福祉部長通知。以下「通知」という。）に基づき、障がい者等が自立した日常生活又は社

会生活を営むために、次の各号に掲げる事業を行うものとする。 

（１）理解促進・啓発事業（別記１） 

（２）自発的活動支援事業（別記２） 

（３）相談支援事業（別記３） 

（４）成年後見制度利用等支援事業（別記４） 

（５）意思疎通支援等事業 

   ア 意思疎通支援事業（別記５） 

  イ 入院時コミュニケーション支援事業（別記５－２） 

（６）日常生活用具給付等事業（別記６） 

（７）移動支援事業（別記７） 



（８）地域活動支援センター事業（別記８） 

（９）その他事業 

   ア 日中一時支援事業（別記９） 

   イ 在宅重度身体障がい者等訪問入浴サービス事業（別記１０） 

   ウ 社会参加支援事業（別記１１） 

   エ 福祉ホーム事業（別記１２） 

   オ 障がい支援区分認定等事務 

   カ 重度訪問介護利用者等大学等修学支援事業（別記１３） 

   キ 雇用施策との連携による重度障がい者等就労支援特別事業（別記１４） 

   ク 障がい福祉サポートネットワーク実施事業（別記１５） 

（ア） 緊急時における居室確保等の実施事業（別記１５－２） 

（イ） 障がい者単身生活体験事業（別記１５－３） 

（ウ） 特定相談支援事業所開設経費等補助事業（別記１５－４） 

（エ） 相談支援従事者研修補助事業（別記１５－５） 

（オ） 障がい福祉サービス従事者養成研修費補助事業（別記１５－６） 

 

（実施主体） 

第４条 この事業の実施主体は市とする。ただし、事業の全部又は一部を社会福祉法人等

に委託又は社会福祉法人等が行う事業に対し補助することができるものとする。 

２ 所長は、前項の規定により業務を委託したときは、業務の適正な遂行を図るため、受

託者に対して必要に応じ監督を行い、適正な履行を確保するものとする。 

３ 受託者は、前項の規定による所長の監督を受け、所長から業務改善命令等がなされた

場合には、その補正等の措置をしなければならない。 

 

（実施方法） 

第５条 地域生活支援事業は、この要綱及び別に定めのあるものを除き、法の給付手続に

係る所要の規定を準用して実施するものとする。 

 

（利用者負担月上限額に係る世帯の範囲） 

第６条 第３条に掲げる各事業に係る利用者負担額は、条例に規定する。 

２ 利用者負担月上限額の決定に係る「世帯の範囲」とは、１８歳以上の障がい者につい

ては、本人及びその配偶者、１８歳未満の障がい児については、当該児童を含む住民票

上の世帯をいう。 

 

（秘密の保持） 

第７条 地域生活支援事業を行う者は、その業務を行うにあたって、職務上知り得た秘密



については、在職中及びその職を辞した後も、個人情報の保護に関する法律（平成１５

年法律第５７号）に規定する守秘義務を負うものとする。 

 

（申請書等の様式） 

第８条 この要綱に規定する申請書、通知書及び意見書等の様式については、所長が別に

定める。 

 

（その他） 

第９条  この要綱に定めるほか事業の実施に関し必要な事項は所長が定める。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成１８年１０月１日から施行する。 

２ 次の要綱は、平成１８年９月３０日をもって廃止する。 

（１）高槻市在宅重度身体障害者訪問入浴サービス事業実施要綱 

（２）高槻市更生訓練費支給要綱 

（３）高槻市施設入所者就職支度金支給要綱 

 

附 則 

１ この要綱は、平成１９年８月１７日から施行し、平成１８年１０月 1日から適用する。 

２ 次の要綱は、平成１８年９月３０日をもって廃止する。 

（１）高槻市障害児（者）短期入所送迎事業実施要綱 

 

附 則 

１ この要綱は、平成２１年７月３日から施行し、平成２１年４月１日から適用する。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成２２年２月２８日から施行し、平成２１年４月１日から適用する。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

２ 次の要綱は、平成２２年３月３１日をもって廃止する。 

（１）高槻市重度障害者日常生活用具給付事業実施要綱 

 （２）高槻市精神障害者生活相談・支援事業実施要綱 

 （３）高槻市知的障害者生活支援事業実施要綱 

 （４）高槻市障害児(者) 地域療育等支援事業実施要綱 

 （５）高槻市障害児(者) 生活相談・支援事業実施要綱 



附 則 

１ この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成２４年４月１日から施行し、平成２４年４月１日から適用する。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成２４年７月９日から施行する。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成２６年２月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成２７年 1 月１日から施行し、平成２７年２月３日から適用する 

 

２ この要綱の施行の際、現に旧要綱の様式により作成されている用紙は、当分の間、所

要の調整の上、新要綱の様式により作成された用紙として使用することができる。 

 

附 則 

１ この要綱は、公布の日より施行する。ただし、理解促進・啓発事業自発的活動支援事

業、相談支援事業、成年後見制度利用等支援事業、日常生活用具給付等事業、移動支援

事業、地域活動支援センター事業、 日中一時支援事業、在宅重度身体障害者等訪問入

浴サービス事業、社会参加支援事業、短期入所送迎事業及び福祉ホーム事業の規定は、

平成２７年４月１日より施行する。 

２ 生活サポート事業は、平成２７年３月３１日をもって廃止する。 

３ 次の各号に掲げる要綱及び要領は平成２７年３月３１日をもって廃止する。 

 (１)  成年後見制度利用等支援事業に関する報酬費用助成要領 

 (２)  高槻市身体障がい児・者住宅改修費給付事業実施要綱 

４ この要綱の施行の際、現に旧要綱及び要領の規定により提出されている申請書及び届

出書は、新要綱の規定により提出された申請書及び届出書とみなす。 



５ この要綱の施行の際、現に旧要綱及び要領の様式により作成されている用紙は、当分

の間、所要の調整の上、新要綱の様式により作成された用紙として使用することができ

る。 

 

附 則 

１ この要綱は平成２８年４月１日より施行する。 

２ 短期入所送迎事業は、平成２８年３月３１日をもって廃止する。 

３ この要綱の施行の際、現に旧要綱の規定により提出されている申請書及び届出書は、

新要綱の規定により提出された申請書及び届出書とみなす。 

４ この要綱の施行の際、現に旧要綱の様式により作成されている用紙は、当分の間、所

要の調整の上、新要綱の様式により作成された用紙として使用することができる。 

 

附 則 

１ この要綱は平成２９年６月１日より施行する。 

 

附 則 

１ この要綱は平成３０年４月１日より施行する。 

 

附 則 

１ この要綱は平成３１年４月１日より施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に旧要綱の様式により作成されている用紙は、当分の間、所

要の調整の上、新要綱の様式により作成された用紙として使用することができる。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和元年５月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に旧要綱の様式により作成されている用紙は、当分の間、所

要の調整の上、新要綱の様式により作成された用紙として使用することができる。 

 

附 則 

１ この要綱は令和元年８月１日より施行する。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和３年２月１日から施行する。 



附 則 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に旧要綱の様式により作成されている用紙は、当分の間、所

要の調整の上、新要綱の様式により作成された用紙として使用することができる。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和５年２月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和５年１０月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和５年１２月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和６年３月２２日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に旧要綱の様式により作成されている用紙は、当分の間、所

要の調整の上、新要綱の様式により作成された用紙として使用することができる。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

２ 次の各号に掲げる要綱は令和６年３月３１日をもって廃止する。 

（１） 高槻市障がい福祉サポートネットワーク実施要綱 

（２） 高槻市緊急時における居室確保等の実施要綱 

（３） 高槻市障がい者単身生活体験事業実施要綱 

（４） 高槻市特定相談支援事業所開設経費等補助金交付要綱 

（５） 高槻市相談支援従事者研修補助金交付要綱 

（６） 高槻市障がい福祉サービス従事者養成研修費補助金交付要綱 

３ この要綱の施行の際、現に旧要綱の様式により作成されている用紙は、当分の間、所

要の調整の上、新要綱の様式により作成された用紙として使用することができる。 



附 則 

１ この要綱は、令和７年３月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 


